
発刊にあたって

　本書は、ご好評をいただいた『破産管財 BASIC』（2014年 2 月刊）、『破産

管財 PRACTICE』（2017年 2 月刊）に続く第 ３弾です。主に、初心者向けに

破産管財人としての基本的な心構えからノウハウまでを分かりやすくお伝え

する、いわば入門書である『破産管財 BASIC』、その実践編としての『破産

管財 PRACTICE』、そして、本書は『破産管財ADVANCED』という名のと

おり、実践編をさらにステップアップした応用編です。そのため、破産手続

や用語、論点に関する基本的な説明は省略しています。

　本書は、大きく分けて、「第 １章～第 ３章」、「第 ４章」、「第 ５章」、「第 ６章」

の ４つに分けられますので、それに応じて、以下に内容を少しご紹介しま

す。なお、本書は、実際の事例に即してはいるものの、そのまま掲載してい

るものではなく、読者の理解を深めていただくために加工を施した上で事例

紹介という形式を採用している点にはご留意ください。

１ 　第 １章～第 ３章

　近年、私的整理手続が活発に利用され、その手続中に他の法人に事業を譲

渡し、対象法人については破産を申し立てるというケースも多くなっていま

す。そこで、「第 １章　事業譲渡を想定した破産申立て」では、事業譲渡と

破産申立ての関係について考察するとともに、破産申立て前の事業譲渡や会

社分割、私的整理中の事業譲渡、保全管理人による事業譲渡、破産手続に先

行する民事再生手続中に事業譲渡がなされた事例を紹介しています。

　また、破産申立て段階での事業譲渡だけでなく、密行型の破産申立てから

保全管理人や破産管財人による事業継続、そして、事業譲渡という段階を経

るケースもあります。「第 ２章　破産手続開始決定後の事業継続」では、破

産手続開始決定後の事業継続に着目して事例を紹介しています。

　さらに、「第 ３章　債権者による破産申立て」では、近年増加傾向にある

債権者による破産申立ての類型を取り上げ、破産者の対応によって協力型と
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対立型に分けて事例を紹介しています。

　このように、「第 １章～第 ３章」では、「破産申立て」の側面に着目して事

例を紹介していますが、単なる事例紹介にとどまらず、事業譲渡や事業継

続、債権者による破産申立ての一般論についても解説していますので、破産

申立てを検討する際にも大変有用です。

２ 　第 ４章

　「第 ４章　業種類型別の問題点と処理事例」では、 ７つの業種類型（出版

取次業、給食サービス業、建設業、有料老人ホーム運営業、医療法人、運送業、

産業廃棄物の中間処理業）別に問題点を抽出しつつ、処理事例を紹介してい

ます。前作の『破産管財 PRACTICE』では、できるだけ多くの事例を紹介

するために紙幅を大幅に削っていましたが、本書では取り上げる業種類型を

絞ることで、具体的な処理だけでなく、業種類型別の問題点についても触れ

ています。したがって、取り上げた業種類型又は関連業種の破産管財人に選

任された際には必ずやお役に立つものと思われます。

３ 　第 ５章

　「第 ５章　財産調査及び換価の工夫」では、破産財団に売掛債権、特許権・

商標権・著作権等の知的財産権、在外資産、借地権付建物・相続財産などと

いった処理に困難が伴いがちな財産がある場合を取り上げています。破産管

財人の経験を重ねるにつれ、処理が難しい財産の換価に直面することも多く

なりますので、これらの財産の換価に直面した際にはぜひご一読ください。

４ 　第 ６章

　「第 ６章　否認権行使―訴状・申立書等の記載例―」では、破産管財人に

よる否認権行使に関する一般論から、具体的な否認の請求申立書や訴状等の

記載例を紹介しています。否認権行使は、破産管財人にとって最も重要な職

務の一つであり、それゆえ、破産管財人にとっては、否認権を行使するか否

か、行使する場合の方法、否認の請求申立書、訴状等の記載の仕方に悩みは

尽きないところであり、否認権行使を検討する破産管財人には役に立つ内容

となっています。
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　本書は、前二作と同様、破産管財人としての経験が豊富で多種多様な案件

をこなしてきた百戦錬磨の弁護士が何度も集まって、侃々諤々の議論の末、

出来上がりました。多忙な弁護士業務を抱えながら、本書の完成に尽力され

た編集委員の方々には尊敬の念に堪えません。また、本書を含む ３部作の企

画にご賛同、ご支援をいただいた民事法研究会の田中敦司氏にはこの場をお

借りして心より感謝申し上げます。

　本書が、『破産管財 BASIC』、『破産管財 PRACTICE』とともに三部作と

して、少しでも多くの中堅・若手の方々に活用され、破産管財人として大い

にご活躍されることを心から期待いたします。

　２０２０年 ６ 月

弁護士　中　森　　　亘
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は し が き

　いよいよシリーズ三部作の完結編として、『破産管財ADVANCED―応用

事例の処理方法と書式―』をお送りします。

　前作『破産管財 PRACTICE―留意点と具体的処理事例―』のはしがきに

おいて、同書は １作目の『破産管財 BASIC―チェックポイントとQ&A―』

の出版記念の打ち上げから始まったと書きましたが、本書も同じく、『破産

管財 PRACTICE』の出版記念の打ち上げから始まりました。

　通常なら、基礎編から応用編にという順番ですが、Basic から Practice を

経て、今回がAdvanced となります。黒帯を目指すというイメージです。

　本書の構成や特徴については、同じく監修者の中森亘弁護士の「発刊にあ

たって」をご確認いただきたいと思いますが、各ジャンルを深掘りしたもの

です。

　もちろん、絶対的な正解があるわけではないのがこの世界ですが、例え

ば、どうしても破産イコール清算のイメージが先行し、当然に事業を停止し

解体してしまうものと思われがちなところ、破産であっても事業を生かすこ

とが可能であり（事業譲渡等）、事業譲渡まではできなくとも、破産管財人に

よる事業継続により、債権者への配当を増大化させることができるなど、い

わば発想の転換にお気づきいただけるのではないでしょうか。本書をさまざ

まなヒント集としてご活用いただけますと幸いです。

　今回、趣旨にご賛同いただいた執筆者の皆さんが、日々の業務で忙しい

中、編集会議を重ね、多大な時間と労力を費やして １冊にまとめられまし

た。中でも前作に引き続き、尾島史賢弁護士に全体をリードしていただきま

した。心より御礼申し上げます。

　　２０２０年 ６ 月

弁護士　野　村　剛　司

はしがき
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第第 １１ 章章
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第 １　総　論

１ 　破産申立て前の財産換価

　破産申立てを受任した弁護士は、債務者の財産を保全し、可及的速やかに

申立てを行う必要がある。申立代理人における申立て前の債務者の財産換価

は、緊急性・必要性等に応じて、必要な範囲に限って適切な価格及び方法に

て換価する限度において許される。

　事業譲渡は、有機的一体となった債務者の財産の譲渡であり、言わば、究

極の財産換価行為であると言えるから、破産申立て前に事業譲渡を行う場合

には、その必要性、譲渡先の選定過程の合理性、譲渡対価の相当性等を満た

す必要がある。

　破産申立て前の事業譲渡の １つのケースとして、以下 ２で述べるとおり、

事業再建の代替的手段として事業譲渡がなされることがある。破産申立て前

の事業譲渡は決して安易に行われるべきではなく、これが許容されるのは例

外的な局面とも言えるが、他方で、事業再建のために事業譲渡を行うことが

必要な場合があることも否定されるべきではない。

２ 　事業再建の代替的手段としての事業譲渡

　（法人・自然人を問わず）事業者が窮境に陥っている場合であっても、その

営む事業の全部又は一部は利益（営業利益）を生み出していて当該事業に経

済的な価値を見いだすことができるなど、当該事業の継続が社会的に有意義

である場合がある。

　弁護士は、このような事業者から、このままでは事業を継続するのは困難

であるが、事業（の全部又は一部）は少ないながらも利益を生み出しているし、

取引先にもできる限り迷惑をかけたくない、従業員の雇用もできる限り維持
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したい、何とか事業を残す方法はないか、事業をそのまま引き継いでも構わ

ないと言ってくれている譲渡先候補がいる（又はその心当たりがある）がそこ

に事業を承継してもらいたいと思っているといった相談を受けることがある。

　このような場合、事業者の意向を踏まえながら、まずは、当該事業者にお

いて事業を継続する方法はないか、具体的には、私的整理や法的手続によっ

て事業再建を図ることができないかを検討することになる。もっとも、資金

繰りが逼迫しているなど、私的整理や法的手続によって再建を図る時間的・

資金的余裕がないということも少なくない。そうしたときには、当該事業者

については最終的に破産を選択するしかないとしても、どこかのタイミング

で事業を譲渡することができないか、事業譲渡の可否について検討すること

になる。すなわち、弁護士としては、依頼者である当該事業者及び当該事業

に係る関係者（従業員や取引先等）の正当な利益を最大化するため、事業譲

渡を行うことが可能か、可能だとして、どのタイミングが適切かについて検

討することになる。具体的には、①破産申立て前又は破産申立て後開始決定

前のいずれの時期に事業譲渡を行うのがよいか、②破産手続開始後に管財人

によって事業譲渡を行ってもらうのがよいか（管財人による事業継続について

は、第 ２章「破産手続開始決定後の事業継続」を参照）、諸般の事情を加味して

総合的に検討することとなる。

　いずれのタイミングであっても、事業再建の代替的手段として事業譲渡に

より事業継続を図り、譲渡後の譲渡人たる事業者については破産手続により

法的処理を行うという点においては一致しているが、事業譲渡のタイミング

によって、留意すべき点が異なる。

　以下では、 ３において、事業譲渡の効果【⑴】、事業譲渡において必要な

手続【⑵】、同様の目的で行われることが多い会社分割との相違点【⑶】、詐

害行為取消・否認や履行請求との関係等の事情譲渡における注意点【⑷】を

述べた上で、 ４において事業譲渡のタイミングについての検討のポイント

を、５において破産申立て前に事業譲渡を行う場合の注意点について述べる。

　また、第 ２、第 ３及び第 ５は、事業譲渡（資産譲渡）後に破産申立てをし
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た事例であり、第 ６は、破産申立て後開始決定前に保全管理人による事業譲

渡を行った事例である。そして、第 ４は、会社分割後に破産申立てを行った

事例であり、第 ７及び第 ８は、再生手続が絡んだ事業譲渡後破産申立ての事

例である。なお、破産手続開始決定後管財人による事業継続及び事業譲渡に

ついては第 ２章「破産手続開始決定後の事業継続」を参照されたい。

　「事業譲渡」は狭義には会社を主体とし（会２１条～２４条、４６７条～４７０条等）、

会社以外の商人が主体となる場合には、「営業譲渡」（商１６条～１８条の ２等）

と呼称されるが、その意味する概念・法的効果に差異はないから、本稿にお

いては、主体の如何にかかわらず、全て「事業譲渡」と表現する。また、以

下では、主として会社による事業譲渡を念頭に説明する。

３ 　事業譲渡一般論

⑴　事業譲渡の効果

　事業譲渡は、一定の事業目的のため組織化され、有機的一体として機能す

る財産の譲渡であり、その効果としては、次の ４つを挙げることができる。

以下、それぞれの概要を説明する。

　①　競業避止義務（会２１条、商１６条）⇨ア

　②　商号続用時の譲受人の責任（会２２条、商１７条）⇨イ

　③　譲受人による債務の引受け（会２３条、商１８条）⇨ウ

　④　詐害事業譲渡に係る譲受人に対する債務の履行請求（会２３条の ２、商

１８条の ２）⇨エ

ア　競業避止義務（会２１条、商１６条）
　会社法２１条は、事業譲渡をした会社（譲渡会社）について、同一市町村及

びこれに隣接する区域内において譲渡日から２０年間同一事業を行ってはなら

ず（同条 １項）、これについて特約をした場合は、３０年以内の期間に限り有

効とし（同条 ２項）、これらにかかわらず、譲渡会社は不正の競争の目的を
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もって同一事業を行ってはならない（地域的制限や期間的制限に服さない）と

規定している（同条 ３項）。

　会社法２１条 ３ 項の規定は強行規定と解する見解が有力とされているが、特

約で排除可能とする見解もあり、解釈は定まっていない。

　譲渡会社がこれらに反した場合、譲受会社は、債務不履行ないし不法行為

に基づく損害賠償請求、競業行為の差止請求が可能である。

イ　商号続用時の譲受人の責任（会２２条、商１７条）
　会社法２２条は、事業を譲り受けた会社（譲受会社）が事業譲渡後も商号を

続用した場合には、譲渡会社の事業によって生じた債務を弁済する責任を負

うとし（同条 １項）、これを免れるためには、事業譲渡後、遅滞なく、譲受

会社において、譲渡会社の債務を弁済する責任を負わない旨の登記等をする

必要がある旨規定している（同条 ２項）。

　商号又は商号の重要な構成部分を屋号として続用した場合にも同条が類推

適用される（東京地判昭和５４年 ７ 月１９日判時９４６号１１０頁、東京高判昭和６０年 ５ 月

３０日判時１１５６号１４６頁、東京高判平成元年１１月２９日東高民時報４０巻 ９ －１２号１２４頁、

東京地判平成１２年 ９ 月２９日金商１１３１号５７頁）。

　また、屋号の続用や屋号を商号として続用した場合にも、同条が類推適用

されることがある（預託金会員制ゴルフクラブの名称がゴルフ場の営業主体を表

示するものとして用いられている場合の名称の続用について類推適用を認めたも

のとして最判平成１６年 ２ 月２０日民集５８巻 ２ 号３６７頁、カラオケ店において営業の外

形にほとんど変化がなく当事者の特定上重要な機能を持つ屋号が続用された場合

について類推適用を認めたものとして長野地判平成１４年１２月２７日判タ１１５８号１８８

頁、譲渡会社の略称を商号の主たる部分に用いるなどした場合に同条の類推適用

を認めたものとして東京地判平成２７年１０月 ２ 日判時２331号120頁）。

ウ　譲受人による債務の引受け（会２３条、商１８条）
　会社法２３条は、譲受会社が譲渡会社の事業によって生じた債務を引き受け

る旨の広告をしたとき、譲渡会社の債権者が譲受会社に対して弁済の請求を

することができる旨規定している（同条 １項）。
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エ　詐害事業譲渡に係る譲受人に対する債務の履行請求（会２３条
の ２、商１８条の ２）

　これについては、後記⑷で述べる。

⑵　事業譲渡において必要な手続

　譲渡人が会社であり、譲渡の対象が事業の全部又は重要な一部である場

合、原則として、譲渡人において、株主総会における特別決議が必要である

（会４６７条 １ 項 1 号・ ２号、３０９条 ２ 項１１号）。

　例外としては、簡易事業譲渡と略式事業譲渡がある。

　簡易事業譲渡とは、譲渡資産の帳簿価格が総資産額の ５分の １を超えない

場合であり（会４６７条 １ 項 ２ 号かっこ書）、略式事業譲渡とは、譲受会社が譲渡

会社の総株主の議決権の９０％以上を有する場合である（同４６８条 １ 項）。

　また、譲受人が会社の場合、事業の全部譲受けについては、譲受人におい

て、株主総会における特別決議が必要であるが（会４６７条 １ 項 ３ 号、３０９条 ２ 項

１１号）、事業の一部譲受けであれば株主総会の決議は不要とされる（形式的に

ごく僅か一部だけ譲り受けないこととして株主総会決議を潜脱することができな

いことは言うまでもない。）。

⑶　会社分割との相違点

　事業譲渡は、事業を既存の譲受人に承継させるという意味で、会社分割、

特に吸収分割と実質的に同様の意味合いを有するところ、会社分割との相違

点は以下のとおりである。

ア　権利・義務の承継ないし移転
ア　事業譲渡

　契約関係の包括的な承継ないし移転を可能とするような特別な制度はな

く、個別の契約又は権利・義務ごとに、契約上の地位又は権利・義務関係の

承継ないし移転が必要である。

イ　会社分割
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　契約の相手方等の個別の承諾を得ることなく、会社分割の効力として当然

に承継ないし移転させることができる。

イ　債権者保護手続
ア　事業譲渡

　特別の制度はなく、個々に同意を得て権利・義務を承継ないし移転させる

必要があるところ、従前、債権者保護手続は特段設けられていなかったが、

譲渡後に、譲受会社に承継されない債権者について履行請求の制度が設けら

れた（会２３条の ２、商１８条の ２）。また、詐害行為取消権や否認権の行使対象

にもなり得る（これらについては⑷参照）。

イ　会社分割

　吸収分割における分割後に分割会社に対して請求できなくなる債権者及び

承継会社の全債権者、新設分割における分割後に分割会社に対して請求でき

なくなる債権者等を対象とする債権者保護手続（債権者異議手続）をとる必

要がある（会７８９条 １ 項 ２ 号・ ２項、７９９条 １ 項 ２ 号・ ２項）。なお、分割後に分

割会社に対して請求できる債権者の保護については、履行請求が設けられた

（同７５９条 ４ 項等）。また、詐害行為取消権や否認権の行使対象にもなり得る。

これらについては⑷参照。

ウ　株主総会決議の要否
ア　事業譲渡

　前記⑵のとおりであり、簡易事業譲渡（会４６７条 １ 項 ２ 号かっこ書）又は略

式事業譲渡（同４６８条 １ 項）を除き、譲渡対象が事業の全部又は重要な一部で

ある場合には譲渡人において株主総会における特別決議（同４６７条 １ 項 ２ 号、

３０９条 ２ 項１１号）、譲受対象が事業の全部である場合には譲受人において同じ

く特別決議（同４６７条 １ 項 ３ 号、３０９条 ２ 項１１号）が必要である。

イ　会社分割

　簡易分割又は略式分割に該当する場合を除き（会７８４条 ２ 項、７９６条 ２ 項、

８０５条）、分割会社及び承継会社のいずれにおいても株主総会の特別決議が必

要である（同３０９条 ２ 項１２号）。
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　相違点は、譲受会社について、事業譲渡においては一部譲受けであれば原

則として株主総会決議が不要であるのに対し、会社分割においては簡易分割

又は略式分割に該当する場合を除き、株主総会の特別決議が必要である点で

ある。

エ　事前・事後の備置書面の要否
ア　事業譲渡

　特段の規定はなく不要である。

イ　会社分割

　事前・事後に法定の書面の備置が必要となる（事前備置書面について会７８２

条 １ 項、７９４条 １ 項、事後備置書面について７９１条 １ 項・ ２項）。

オ　株式買取請求権
　事業譲渡においても会社分割においても反対株主に株式買取請求権が認め

られている（事業譲渡について会４６９条（ただし、簡易譲受（同条 １項 ２号）を

除く）、吸収分割について会７８６条（ただし、簡易分割を除く（同条 １項 ２号））、

新設分割について会８０６条（ただし、簡易分割を除く（同条 １項 ２号）））。

カ　労働契約の承継
ア　事業譲渡

　前記アのとおり、当然に承継されることはなく、承継のためには労働者の

個別同意が必要である。実務上は、譲渡会社にて解雇ないし退職後、新たに

譲受会社と雇用契約を締結することが多い。

イ　会社分割

　包括的に承継される。ただし、労働契約承継法上の手続が必要である（労

働契約承継法の手続等については、厚生労働省のウェブサイトが参考となる。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000084655.html）

キ　許認可
　事業譲渡については、許認可は承継されない。

　会社分割においては、所定の機関への届出によって当然に許認可が承継で

きるものもあれば、所定の機関の認可ないし承認が必要な場合、さらには、
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第第 ６６ 章章
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第 ３　記載例

１ 　〔事例 1 〕不動産の廉価売却（その 1 ）　  
　　（差額償還請求―建物取壊・土地転売事例）　

【事例の概要】

　抵当権付不動産（自宅兼店舗）の任意売却につき、廉価処分を理由に

否認した事例（〔事例1５〕と同一事例）

［適用条文］　破産法160条 1 項 1 号、168条 4 項

〔記載例 １〕　訴状（請求の原因）

1 　財産減少行為
　⑴　被告は、平成19年11月30日、破産者との間で、自宅兼店舗である本件
土地建物を4800万円で買い取る旨の売買契約を締結し（甲 １：売買契約
書。以下「本件売買契約」という。）、平成19年12月27日、所有権移転登
記を経るに至った。

　　　同売買契約では、特約条項として、決済金支払と同時に本件土地建物
において破産者が行っていた店舗の営業は停止し、被告に引き渡す旨が
確認された。　

　⑵　本件土地建物には、根抵当権者であるＡによる競売申立てにより、平
成19年 9 月 6 日、競売手続が開始しているところ、同競売手続の中で評
価書が作成され、競売での評価額は3845万円と評価されているところで
ある（甲 ２：評価書）。

　　　ただし、同評価額は、同評価書「第 ２　評価の条件」欄に記載のとお
り、「求めるべき評価額は、一般の取引市場において形成される価格で
はなく、一般の不動産取引と比較しての競売不動産特有の各種の制約
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（売主の協力が得られないことが常態であること、引渡しを受けるため
に法定の手続をとらなければならない場合があること、瑕疵担保責任が
ないこと）等の特殊性を反映させた価格」であり、「民事執行法により
売却に付されることを前提とした適正価格を求め」たものであって、同
評価額は、競売市場修正率として0.7が乗じられた額である（同評価書
8頁）。

　　　したがって、本件土地建物の平成19年11月 6 日評価時における時価
は、前記競売評価額から0.7を割り戻した5500万円（10万円以下の端数
切り上げ）である（※ 1）。

　　　同評価額は、裁判所に選任された利害関係のない不動産鑑定士により
評価された額であり、客観的なものであって信用性が高い。

　　　また、被告の転売先である訴外〇〇組合の鑑定評価額（平成20年 4 月
当時の評価額）は5569万円となっており（甲 ３：回答書）、ほぼ同額であっ
て、前記評価額の客観性を高めるものと言える（※ 2）。

　⑶　一方で、本件売買契約における売買代金4800万円は、根抵当権者であ
るAの借入れ残金を全額返済し得る額として被告から提示されていた
金額にすぎず、客観性に欠けるものである。

　　　また、この点に関し、訴訟提起前における交渉において、被告は、当
時、訴外株式会社〇〇から、更地として5800万円で購入したいとの申出
があったところ、解体に要する諸経費等約900万円を差し引くとほぼ本
件売買契約の価格と同額となることから、本件土地建物は適正な価格に
よって売買されたものである旨主張している。

　　　しかしながら、仮に当時、同申出がなされていたとしても、同価格は
あくまで購入申込価格にすぎず、契約成立価格ではないのであるから、
同価格をもって、4800万円が適正価格とは言えない。被告の主張は、時
価より低い価格での購入申込みであっても、購入申込みがあれば同価格
が時価になりかねない主張である。

　⑷　以上のとおり、本件売買契約は、支払不能後に、本件土地建物を時価
より安価で売却したものであって、財産減少行為に該当する。

2　破産者の詐害意思
　　破産者は、破産者の知り合いの不動産業者が訴外〇〇組合に打診した
際、店舗部分を含め140坪全てを売却するのであれば坪43万円との数字が
担当者から出たことを知っており、価格としては6020万円となることか
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ら、4800万円での売却が時価よりも低額なものであることを知っていた。
また、破産者は、本件土地建物が競売で落札されても少なくとも6000万円
程度にはなるのではないかと思っていた。
　　ただし、破産者は、年内での処理を被告に急かされ、年内に処分しなけ
ればならないとの誤解（競売の開札期日は平成20年 3 月19日であり、任意
売却までの時間的余裕は実際にはまだあった。）と、また、被告に売却す
れば同土地を利用し続けられるとの条件であったことから、4800万円での
売却に応じた。
　　したがって、破産者は本件売買契約が時価より低廉な金額での売買であ
ることを知っていたものであって、破産者の詐害意思が認められる。
3　被告が破産債権者を害する事実を知っていたこと（※ 3）
　　被告は、宅地建物取引業を事業目的としている不動産取引のプロであっ
て、本件売買契約の価格が時価よりも低額であることを知っていたもので
ある。
　　また、破産者は遅くとも本件土地建物につき競売手続開始決定がなされ
た平成19年 9 月 6 日には支払不能状態に陥っていたところ、同年11月26日
に締結された本件土地建物とは別の更地を目的物とした売買契約は、実
質、破産者の被告に対する代物弁済を内容とするものであり、支払不能後
に一部の債権者に対してのみなされた非義務行為であって、危機時期にお
ける債権者間の公平を害するものとして、破産法上、否認対象行為（偏頗
弁済）に該当する（法162条 1 項 1 号。なお、同売買契約については、換
価可能性等を考慮の上、後に追加で否認の訴えを提起する可能性があ
る。）。そして、代物弁済行為は、債務消滅の方法が破産者の義務に属しな
い場合に該当することから、同売買契約が締結された平成19年11月26日時
点において、破産者が支払不能状態であったことにつき、被告は知ってい
たものと法律上推定されるものである（同条 2項 2号）（※ 4）。

　　被告は、破産者の被告に対する債務の返済が約定返済日である平成19年
1 月を過ぎても全くできておらず、また、破産者が自宅を競売申立てされ
るに至っていることを知っていたものであり、破産者の支払危機状況を
知っていたからこそ前記代物弁済という債権回収行動にも出ているので
あって、被告は破産者が支払不能であったことを知っていた。
　　この点に関し、訴訟提起前の交渉において、被告は、破産者が他の不動
産を売却したり親族からの援助を受けたりして負債を返済することが可能
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であると認識しており、破産者が支払不能とは知らなかった旨主張してい
る。
　　しかしながら、他の不動産はいずれも市街化調整区域内の土地であり処
分が困難であるし、他の不動産を処分したり親族からの援助を受けたりし
て返済可能であれば、自宅兼店舗である本件土地建物に対して競売を申し
立てられる状態には立ち至っていないと容易に想到し得るのであって、被
告の主張は全く信用できないものである。
4　否認
　　以上の事実によれば、破産者が、平成19年12月27日、被告に対し、本件
土地建物を4800万円で売却する旨の本件売買契約を締結した行為は、財産
減少行為である廉価売却として、破産法160条 1 項 1 号に該当するため、
原告は、本訴において、破産者による同行為を否認する。
5　差額償還請求
　⑴　本件土地建物の現況である駐車場の時価は、5250万円である（甲 ４：
平成21年 9 月22日付査定書）。

　　　一方で、破産者は、本件売買契約において、被告からの反対給付とし
て4800万円を受領済みである。

　⑵　よって、原告は、被告に対し、否認権行使に基づく差額償還請求とし
て、本件土地建物の償還価額と反対給付との差額である450万円及びこ
れに対する本訴状送達の日の翌日から支払済みまで民法所定の法定利率
である年 ５パーセント（※ ５）の割合による遅延損害金の支払を求める
（法168条 4 項）。

〈コメント〉

※ 1　競売手続における評価額を競売市場修正率0.7で割り戻した金額を、

廉価性の根拠とした。

※ 2　転売時に作成された鑑定評価額も、廉価性の根拠として引用した。

※ 3　予想される抗弁に対する積極否認を記載した。

※ 4　先行する別の更地を目的物とした代物弁済において、支払不能につい

ての悪意推定規定が働くことから、本件土地建物売買時においても、支

払不能について悪意である旨主張したものである。
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※ ５　改正民法では、法定利率は年 ３パーセントとされている（民４０４条 ２ 項）。

２ 　〔事例 ２ 〕不動産の廉価売却（その 2 ） 
　　（差額償還請求―不動産転売事例）　　　

【事例の概要】

　破産申立て直前に離婚した元配偶者に対する不動産の廉価売却を否認

した事例

［適用条文］　破産法160条 1 項 1 号、168条 4 項

〔記載例 ２〕　否認の請求申立書（申立ての理由）

1 　当事者について
　⑴　申立人は、御庁頭書破産事件の破産管財人である。
　　　破産者甲は、平成29年12月に破産申立てされた破産者株式会社乙（平
成29年フ第○○号、以下「破産会社乙」という。）、破産者株式会社丙（平
成29年フ第○○号、以下「破産会社丙」という。）の代表取締役である。

　⑵　相手方は、平成29年 6 月まで破産会社丙の代表取締役であった者で
（甲 １：商業登記履歴事項全部証明書）、破産者甲の元妻である。相手方
と破産者甲は、相手方の代表取締役辞任直後に離婚届を提出している
（甲 ２：戸籍記録事項全部証明書）。

2　破産手続開始決定に至るまでの経緯等
　　破産者甲は、××の販売を行う破産会社乙及び関連会社である破産会社
丙の実質的代表者であったが、平成29年 5 月に破産会社乙に○○法違反に
基づく業務停止命令が出て、多くの顧客から解約の申入れが相次いだ。
　　そして、破産会社乙及び破産会社丙の全ての従業員は、同年 6月末まで
に退職した。
　　そうした中で、同年 7月以降、破産者甲が、破産会社乙及び破産会社丙
の残務処理を行っていた。
　　破産者甲と申立代理人との破産申立ての委任契約は平成29年 9 月 4 日付
けであり、対象は破産会社乙及び破産会社丙の法人 2社と破産者甲であっ
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